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“税務の職場”
何でも110番
zenkokuzei@aol.com

全
国
税
は
、
職
場
で
起
こ
っ
た

問
題
を
解
決
す
る
た
め
「
税
務

の
職
場
、
何
で
も
一
一
○
番
」

を
常
時
設
置
し
て
い
ま
す
（
電

話
と
Ｆ
Ａ
Ｘ
は
上
記
の
番
号
ま

で
ど
う
ぞ
）。

◇ 全国税ホームページ ◇
http://www.kokko-net.org/zenkokuzei
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が
検
討
さ
れ
て
い
る
。
仙
谷

官
房
長
官
は
、
８
日
の
衆
院

予
算
委
員
会
で
、
領
海
侵
犯

し
た
外
国
政
府
の
船
へ
の
武

器
使
用
な
ど
、
領
域
警
備
の

強
化
を
急
ぐ
考
え
を
表
明
し

た
▼
今
ま
で
、
自
民
党
政
治

の
下
で
行
わ
れ
て
き
た
〝
解

釈
改
憲
〟
は
、
全
て
憲
法
９

条
２
項
に
関
わ
る
も
の
だ
っ

た
。
平
和
を
求
め
る
広
範
な

国
民
が
、
戦
争
を
可
能
と
す

る
解
釈
改
憲
に
反
対
の
声
を

挙
げ
た
の
は
当
然
だ
▼
し
か

し
、
領
海
警
備
強
化
で
外
国

政
府
船
へ
の
武
器
使
用
は
、

憲
法
９
条
１
項
に
違
反
す

る
。
１
項
で
は
、
国
際
紛
争

を
解
決
す
る
手
段
と
し
て
、

国
権
の
発
動
た
る
武
力
に
よ

る
威
嚇
や
武
力
の
行
使
を
、

永
久
に
放
棄
し
て
い
る
の
だ

▼
尖
閣
問
題
に
便
乗
す
る
こ

と
は
断
じ
て
許
せ
な
い
。

尖
閣
諸
島
問

題
で
映
像
流

出
の
ニ
ュ
ー

ス
に
隠
れ

て
、
と
ん
で

も
な
い
内
容

出
題　

九
段
西
村　

一
義

中
級
ク
ラ
ス

〈
ヒ
ン
ト
〉

3
手
目
に
好
手
あ
り
…
…
。

（　

分
で
初
段
）

10

勧
告
通
り
、春
か
ら
賃
下
げ
立
法

　

政
府
は　

月
１
日
、
２
０
１
０
年
人
事
院
勧
告
の
取
り
扱
い
方
針
を
閣
議
決
定

11

し
ま
し
た
。
閣
議
決
定
で
は
、「
今
年
は
勧
告
通
り
改
定
す
る
」
一
方
で
、「
人
件
費

を
削
減
す
る
た
め
の
措
置
を
検
討
し
、
必
要
な
法
案
を
次
期
通
常
国
会
か
ら
、
順

次
、
提
出
す
る
」
と
、
人
事
院
勧
告
に
よ
ら
な
い
賃
下
げ
を
特
別
立
法
で
実
施
す
る

こ
と
を
宣
言
し
て
お
り
、
重
大
な
問
題
が
あ
り
ま
す
。

　

２
０
１
０
年
人
勧
自
体
、

①
２
年
連
続
の
賃
下
げ
、　
55

歳
を
超
え
る
職
員
の
賃
金
減

額
制
度
措
置
を
盛
り
込
み
、

②
納
得
し
得
る
根
拠
も
デ
ー

れ
た
労
働
者
の
人
権
と
し
て

捉
え
ず
単
な
る
立
法
政
策
上

の
制
度
と
し
て
発
想
し
て
い

る
か
ら
で
す
。
今
回
の
閣
議

決
定
も
根
底
は
同
じ
で
す
。

　

政
府
は
、
労
働
基
本
権
を

国
家
公
務
員
に
〝
返
す
〟
議

論
を
、「
付
与
す
る
」
と
歪
曲

し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
労

働
基
本
権
を
憲
法
に
保
障
さ

タ
も
示
さ
ず
、
代
償
措
置
に

値
し
な
い
、
③
民
間
を
含
め

た
賃
下
げ
の
悪
循
環
を
も
た

ら
す
も
の
、
の
３
点
か
ら
、

実
施
す
べ
き
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。
ま
し
て
、
こ
の
閣
議
決

定
は
、
政
府
に
よ
る
一
方
的

か
つ
前
代
未
聞
の
人
件
費
削

減
通
告
で
あ
り
、
重
大
な
権

利
侵
害
の
内
容
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

人
事
院
勧
告
は
、
国
家
公

今
こ
そ
国
税
庁
は

　

反
対
の
意
思
表
示
を

務
員
の
労
働
基
本
権
が
制
約

さ
れ
て
い
る
な
か
で
の
「
代

償
措
置
」
で
す
。

　

政
府
は
、「
労
働
基
本
権

を
国
家
公
務
員
に
付
与
」

（
！
）す
る
検
討
を
始
め
て
い

ま
す
が
、
成
立
ま
で
の
間

は
、
代
償
措
置
た
る
「
人
事

院
勧
告
制
度
」
を
無
視
し
た

労
働
条
件
の
切
り
下
げ
を
通

告
し
た
も
の
に
他
な
り
ま
せ

ん
。

　

こ
れ
ら
の
暴
論
は
到
底
許

さ
れ
ま
せ
ん
。
直
ち
に
争
議

権
を
含
む
労
働
基
本
権
を
完

全
に
回
復
し
、
労
使
対
等
の

労
働
条
件
決
定
シ
ス
テ
ム
の

確
立
を
求
め
ま
す
。
ま
た
、

国
税
庁
当
局
に
は
、「
人
勧

に
よ
ら
な
い
賃
下
げ
」
の
政

府
方
針
に
対
し
、
反
対
の
意

見
表
明
を
す
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
ま
す
。

全
国
税　

６
級
以
上
の
級
別

定
数
と
ポ
ス
ト
の
大
幅
増
、

上
席
６
級
格
付
け
を
。

人
事
院　
　

歳
以
上
の
職
員

40

数
の
ピ
ー
ク
が
数
年
後
で
、

従
来
通
り
に
は
い
か
な
い
。

全
国
税　

チ
ー
フ
・
サ
ブ

チ
ー
フ
・
取
り
ま
と
め
上
席

な
ど
は
局
主
査
に
遜
色
な

く
、
上
席
の
職
責
が
上
回
っ

て
い
る
場
合
も
あ
る
。

人事院交渉を実施

非常勤の継続雇用を

人
事
院　

国
税
庁
に
状
況
を

確
認
し
て
み
る
。

全
国
税　

女
性
登
用
で
は
、

国
税
庁
へ
数
値
目
標
の
導
入

を
指
導
せ
よ
。

人
事
院　

実
効
性
を
高
め
る

た
め
に
検
討
し
て
い
る
。

全
国
税　

数
値
目
標
の
導
入

は
主
流
と
な
っ
て
い
る
。

人
事
院　

担
当
に
伝
え
る
。

全
国
税　

行　

職
員
の
部
下

（二）

数
制
限
の
撤
廃
を
。

人
事
院　

部
下
数
撤
廃
は
制

度
上
で
き
な
い
。
非
常
勤
や

委
託
の
カ
ウ
ン
ト
、
付
加
業

務
等
で
個
別
協
議
の
相
談
に

乗
っ
て
い
る
。

全
国
税　

非
常
勤
職
員
の
公

募
で
は
、
勤
務
継
続
の
希
望

者
を
優
先
的
に
採
用
す
る
趣

旨
で
あ
る
こ
と
を
国
税
庁
に

指
導
せ
よ
。
日
々
雇
用
以
外

の
検
討
を
早
々
に
行
え
。

人
事
院　

人
材
局
や
給
与
第

３
課
に
伝
え
る
。

  
行　

職
員
の
処
遇
と
労
働
条
件
の

（二）

　
　
　
　
　
　
  
改
善
を
求
め
る
要
求
書　

　

全
国
税
は　

月　

日
、
国

11

25

税
庁
長
官
と
全
国
の
局
長
・

署
長
に
対
し
、「
行　

職
員

（二）

の
処
遇
と
労
働
条
件
の
改
善

を
求
め
る
要
求
書
」
を
一
斉

に
提
出
し
ま
す
。

　

平
成　

年
度
の
定
員
数
で

22

は
、
行　

職
員
が　

名
も
減

（二）

64

ら
さ
れ
、
心
身
両
面
の
負
担

は
ま
す
ま
す
増
大
し
て
い
ま

す
。
さ
ら
に
、
税
務
署
の
行

　

職
員
の
上
位
級
格
付
は
、

（二）部
下
数
制
限
等
の
厳
し
い
基

準
が
原
因
で
、
他
省
庁
に
比

べ
て
極
め
て
劣
悪
な
水
準
に

な
っ
て
い
ま
す
。

　

国
税
庁
に
は
、
行　

職
員

（二）

の
労
苦
に
報
い
る
「
十
分
な

気
配
り
」
の
徹
底
が
強
く
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

域
育

違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違
違

　

今
、
全
国
税
に
次
々
と

加
入
届
が
寄
せ
ら
れ
て
い

ま
す
。
雇
用
と
労
働
条
件
、

〝
働
き
が
い
〟
を
勝
ち
取
る

組
合
が
、
税
務
署
に
は
全

国
税
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。

　

全
国
税
に
加
入
し
て
、

自
分
と
仕
事
を
大
切
に
で

き
、〝
も
の
言
え
る
労
働

者
〟
に
な
り
ま
せ
ん
か
。

　

韓
国
の
光
州
地
裁
は　

月
10

　

日
、
前
国
税
庁
長
を
批
判

21し
た
と
し
て
国
税
庁
を
解
任

さ
れ
た
元
職
員
・
金
東
日（
キ

ム
・
ド
ン
イ
ル
）
氏
が
、
解

任
処
分
の
取
り
消
し
を
求
め

て
い
た
行
政
訴
訟
で
、
処
分

取
り
消
し
を
命
じ
る
判
決
を

言
い
渡
し
ま
し
た
。
全
国
税

は
こ
の
間
、
金
氏
の
復
職
を

求
め
る
た
た
か
い
に
連
帯

し
、
全
国
の
組
合
員
か
ら

メ
ッ
セ
ー
ジ
を
送
っ
て
き
ま

し
た
。

　

金
氏
は
、
昨
年
５
月
の

ノ
・
ム
ヒ
ョ
ン
前
大
統
領
の

自
殺
を
め
ぐ
り
、
有
力
支
援

者
に
対
す
る
恣
意
的
な
税
務

調
査
が
、
自
殺
の
端
緒
に

な
っ
た
と
い
う
文
章
を
国
税

庁
の
内
部
掲
示
板
に
掲
載
。

て
、
控
訴
し
ま
し
た
。

　

金
氏
は
刑
事
事
件
で
も
名

誉
棄
損
の
罪
で
起
訴
さ
れ
ま

し
た
が
、
今
年
８
月
、
控
訴

審
で
無
罪
を
宣
告
さ
れ
て
い

ま
す
。

益
を
目
的
に
し
た
も
の
」
と

指
摘
。
名
誉
棄
損
に
あ
た
ら

ず
、
解
任
処
分
は
違
法
だ
と

し
て
、
処
分
の
取
り
消
し
を

命
じ
ま
し
た
。
国
税
庁
は
、

処
分
取
り
消
し
を
不
服
と
し

国
税
庁
は
名
誉
棄
損
を
理
由

に
、
同
年
６
月
に
金
氏
を
解

任
処
分
し
ま
し
た
。

　

光
州
地
裁
は
、「
虚
偽
事

実
の
掲
載
と
み
な
す
こ
と
は

困
難
」、
動
機
も
「
公
共
の
利

　　　  解任命令を取り消す

内部告発に処分許せぬ

侠 僑挙挙挙挙挙挙挙挙挙

侠僑 挙挙挙挙挙挙挙挙挙

前
代
未
聞
の
賃
下
げ
通
告

到
底
許
さ
れ
ぬ
暴
論

10人勧取り扱い

上
席
6
級
の
格
付
け

上
席
6
級
の
格
付
け
をを

韓
国
の
国
税
庁
は
控
訴

韓国・
光州地裁

赫

隔

郭

革

較較較較較較較較較較

較較較較較較較較較較

閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣

閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣
閣

〝
十
分
な
気
配
り
〟の
徹
底
を

本日、一斉提出

11月9日

「要求書」を手交する、藤平和良
全国税中央執行委員長（左）
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フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
計
画
の 

発
動
を
！

【
近
畿
・
東
大
阪
支
部
】

　

先
頃
、
チ
リ
の
鉱
山
落
盤

事
故
で
地
下
７
０
０
メ
ー

ト
ル
に　

人
が
閉
じ
こ
め

33

ら
れ
、
絶
望
の
淵
か
ら
救
出

カ
プ
セ
ル
「
フ
ェ
ニ
ッ
ク

ス
」で
救
出
さ
れ
た
が
、〝
決

し
て
あ
き
ら
め
な
い
努
力
〟

が
奇
跡
を
起
こ
し
た
と
言

わ
れ
て
い
る
。

　

我
が
職
場
の
１
０
０
０

名
を
超
え
る
中
高
年
職
員

は
ま
さ
に
取
り
残
さ
れ
た

鉱
夫
だ
。
し
か
し
、
落
盤
事

故
と
違
っ
て
当
局
に
ほ
ん

の
少
し
の
〝
本
気
の
努
力
〟

が
あ
れ
ば
救
出
は
で
き
る

は
ず
で
あ
る
。
そ
れ
こ
そ

が
我
が
職
場
の
未
来
に
光

を
…
…
そ
し
て
若
者
た
ち

に
夢
と
希
望
を
与
え
る
唯

一
の
手
段
で
あ
る
こ
と
を

当
局
は
知
る
べ
き
だ
。

職
場
は
ガ
ッ
カ
リ

【
関
信
・
埼
玉
県
支
部
】

　
　

月　

日
、
勤
務
延
長
の

10

29

内
示
が
希
望
者
の
ほ
ぼ
全

員
に
あ
り
ま
し
た
。

　

某
署
、
来
年
３
月
定
年
退

職
予
定
の
管
理
職
が
い
る

部
門
で
は
、
一
般
職
員
は
大

き
く
落
胆
し
て
い
ま
し
た
。

傍
若
無
人
の
そ
の
人
に
つ

い
て
の
職
員
の
声
は
…
…
。

　
「
勤
務
は
３
月
ま
で
。
我

慢
、
ガ
マ
ン
と
思
っ
て
い
た

の
に
。
専
科
研
修
に
行
っ

て
い
る
人
が
帰
っ
て
き
た

ら
ビ
ッ
ク
リ
す
る
よ
」

　

他
の
部
門
の
職
員
は
、

「
何
と
言
っ
た
ら
い
い
の

か
」
と
ま
る
で
遺
族
に
声
を

か
け
て
い
る
よ
う
で
し
た
。

　

こ
ん
な
会
話
は
、
他
の
署

で
も
交
わ
さ
れ
て
い
る
か

も
し
れ
ま
せ
ん
？

何
が
子
育
て
支
援
か
！

【
東
京
地
連
】

　

あ
る
署
の
法
人
部
門
で

部
分
育
児
休
業
中
の
４
時

間
の
短
時
間
勤
務
の
女
性

職
員
に
調
査
件
数
が
計
画

さ
れ
た
。
件
数
を
同
じ
部

門
の
職
員
に
振
り
分
け
て

処
理
す
る
の
も
問
題
だ
が
、

短
時
間
勤
務
の
職
員
に
出

張
、
早
出
や
超
勤
で
処
理
さ

せ
て
い
る
。
問
題
は
稼
働

日
数
を
形
式
的
に
積
み
上

げ
て
調
査
件
数
を
算
出
す

る
こ
と
だ
。
部
分
休
業
職

員
に
超
勤
を
強
い
て
何
が

「
子
育
て
支
援
」
か
。

人
間
は
「
コ
ス
ト
」で
は
な

く「
人
材
」
だ

【
近
畿
・
南
大
阪
支
部
】

　

休
養
室
を
利
用
し
て
い

る
人
は
何
人
い
る
の
で

し
ょ
う
か
？
そ
れ
ど
こ
ろ

か
、
そ
の
場
所
に
行
く
余
裕

も
な
い
と
い
う
の
が
実
態

で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

最
近
で
は
、
組
合
の
交
渉
で

も
「
離
席
届
」
が
求
め
ら
れ

る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

勤
務
中
に
体
調
の
異
変
で

休
養
室
に
い
た
ら
、
統
括
官

に
「
年
休
を
出
せ
！
」
と
言

わ
れ
た
と
の
話
も
あ
り
ま

す
。

帰
れ
コ
ー
ル
で

【
関
信
・
新
潟
支
部
】

　
　

月　

日
の
超
勤
実
態

10

13

調
査
で
、
早
期
退
庁
の
呼
び

か
け
を
し
た
こ
と
も
な
い

課
長
が
巡
回
す
る
な
ど
超

勤
縮
減
週
間
で
も
見
受
け

ら
れ
な
か
っ
た
程
の
「
帰
れ

コ
ー
ル
」
を
連
発
。
多
く
の

署
で
職
員
は
早
々
と
退
庁

し
ま
し
た
。
し
か
し
、
直
後

の
定
時
退
庁
日
で
は
相
変

わ
ら
ず
の
超
勤
風
景
が
見

受
け
ら
れ
ま
す
。
職
員
か

ら
は
「
毎
週
調
査
を
実
施
し

て
欲
し
い
」
と
の
声
も
あ

が
っ
て
い
ま
す
。

ひとりの死亡者・病人も出すな
確定申告期に関する要求書（抜粋）
○巡回指導・ハイカウンターという、職員

にも納税者にも辛い相談体制を改め、着

座による相談とすること。

○超勤を大幅に規制し、その具体策を講

じるとともに、超勤手当は完全支給する

こと。

○相談会場と現金領収の受付時間を16

時（適宜の時間）とすること。

○署間の定員配置を見直し、人の手当と

応援体制を充実させること。

○日曜開庁を廃止すること。

○確定申告期の昼休み相談は行わないこ

と。

○来署型e-Taxを納税者に押し付けず、

来署型の3週間還付はやめること。

○e-Taxの普及割合の署間競争をやめる

こと。

○生体認証は、少なくとも確定申告期は

やめること。

○第2表OCR入力事務上乗せに係る万全

の体制、増員を図ること。地方公共団体

への協力要請を強めること。

○署外会場など非効率な申告相談を縮

小・廃止すること。

　

全
国
税
は　

月　

日
、
川

11

10

北
長
官
に
対
し
「
確
定
申
告

期
に
関
す
る
要
求
書
」
を
提

出
し
ま
し
た
【
要
求
書
の
全

文
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲

載
】。

　
　

◇　
　

◇　
　

◇

　

国
税
庁
は　

月　

日
に
実

10

29

施
要
領
を
発
遣
。「
２
年
連

続
で
早
期
発
遣
」
と
い
い
ま

す
が
、「
来
署
型
」
優
先
の
レ

イ
ア
ウ
ト
や
個
資
一
体
・
巡

回
指
導
体
制
で
、
職
員
に
も

納
税
者
に
も
負
担
を
負
わ

せ
、
３
週
間
還
付
や
７
稼
働

日
以
内
の
管
理
運
営
部
門
へ

の
回
付
、
事
務
処
理
手
順
の

強
調
な
ど
、
今
年
も
「
地
獄

の
確
申
期
」
が
危
惧
さ
れ
ま

す
。
相
談
体
制
は
〝
電
子
と

派
遣（
非
常
勤
）〟に
偏
重
し
、

中
に
は
「
収
受
印
を
押
さ
な

い
体
制
」
を
強
調
す
る
局
も

出
て
い
ま
す
。
加
え
て
、
ス

　

月　

日 
庁
へ
確
申
期
要
求
書
を
提
出

11

10

テ
ッ
プ
３
の
押
し
つ
け
や
指

認
証
、
新
た
な
第
２
表
の
Ｏ

警
告
①

生
体
認
証
で
事
務
滞
留

  
せ
め
て
確
申
期
は
や
め
よ

Ｃ
Ｒ
入
力
の
上
乗
せ
で
、
内

部
事
務
の
労
働
強
化
が
昨
年

よ
り
厳
し
く
な
り
そ
う
で

す
。
国
税
庁
に
は
、
従
事
人

員
の
大
幅
増
員
と
局
署
・
挙

署
一
体
の
確
立
、
超
勤
削
減

で
、
健
康
第
一
で
均
質
な
納

税
者
サ
ー
ビ
ス
が
実
現
す
る

確
申
期
と
す
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

　

９
月
か
ら
導
入
さ
れ
て
い

る
債
権
管
理
の
〝
指
認
証
〟。

保
留
訂
正
や
異
動
事
績
入
力

や
期
限
等
変
更
入
力
な
ど
、

毎
日
、
大
量
に
発
生
す
る
処

理
で
も
指
認
証
を
〝
一
件
別

に
〟
行
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ

ま
で
も
、
こ
れ
ら
の
事
務
処

理
が
溜
っ
た
場
合
、
ベ
テ
ラ

ン
職
員
が
集
中
的
に
入
力
す

る
な
ど
、
事
務
の
滞
留
を
回

避
し
て
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
指
認
証
は
ベ
テ

ラ
ン
職
員
の
「
ス
ピ
ー
ド
」

さ
え
〝
一
件
別
〟
に
遮
り
ま

す
。
こ
れ
で
は
、
超
繁
忙
期

の
管
理
運
営
部
門
の
事
務
が

滞
る
こ
と
は
明
ら
か
で
す
。

　
「
少
な
く
と
も
、
確
申
期

の
指
認
証
は
や
め
て
」
と
い

う
要
求
は
、
切
実
で
す
。

釜
鎌

鞄
鞄
鞄
鞄
鞄
鞄
鞄
鞄
鞄
鞄
鞄
鞄
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鞄
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鞄
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鞄

「特捜」「徴収PT」「プロジェクト」

全国化する強権的滞納整理

〝
ノ
ル
マ
化
〟す
る
な

　
「
特
捜
」「
徴
収
Ｐ
Ｔ
」「
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
」な
ど
、

呼
び
名
は
様
々
で
す
が
、
捜

索
を
軸
と
す
る
滞
納
整
理
手

法
が
全
国
化
し
て
お
り
、
ノ

ル
マ
主
義
的
手
法
が
取
ら
れ

て
い
る
局
で
は
、
実
施
方
法

に
対
し
て
不
満
の
声
が
噴
出

し
て
い
ま
す
。

　

札
幌
局
で
は
、「
徴
収
Ｐ

Ｔ
」
の
名
の
下
、「
３
か
月
に

１
件
」「
参
加
職
員
数
は
３
名

以
上
」
と
の
縛
り
を
か
け
て

い
ま
す
。
金
沢
局
で
は
、

「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」の
名
の
下

に
、「
１
年
に
３
件
以
上
」
と

い
っ
て
、
局
幹
部
が
各
署
を

回
り
、
選
定
し
た
事
案
を
見

て
回
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
で

は
、
労
働
強
化
ば
か
り
か
、

画
一
的
な
滞
納
整
理
が
ま
ん

延
し
、
行
政
を
歪
め
る
こ
と

に
つ
な
が
り
ま
す
。
と
り
わ

け
、
実
施
対
象
の
「
悪
質
な

滞
納
者
」
の
基
準
に
、「
過
去

に
猶
予
不
履
行
を
重
ね
て
い

る
事
案
」
が
挙
げ
ら
れ
て
い

る
こ
と
は
問
題
で
す
。

　

当
局
に
は
、
直
ち
に
ノ
ル

マ
主
義
的
な
押
し
付
け
は
や

め
、
滞
納
者
と
の
対
話
と
実

情
把
握
に
よ
る
適
正
な
納
付

計
画
づ
く
り
、
納
税
緩
和
制

度
や
差
押
財
産
の
選
択
の
習

得
な
ど
こ
そ
、
優
先
す
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

警
告
②

事
務
増
ば
か
り
の
2
表
O
C
R

  
現
場
に
丸
投
げ
す
る
な

　

平
成　

年
分
の
確
申
期
か

22

ら
導
入
さ
れ
る
「
第
２
表
の

Ｏ
Ｃ
Ｒ
入
力
」
で
は
、
膨
大

な
事
務
量
が
予
想
さ
れ
ま

す
。
庁
当
局
は
「
電
子
化
が

進
め
ば
省
力
化
す
る
」
と
う

そ
ぶ
き
ま
す
が
、「
紙
ベ
ー

ス
の
申
告
書
は
無
く
な
ら
な

い
」「
２
表
裏
の
添
付
書
類
の

糊
付
け
は
、
慣
習
で
し
ば
ら

く
残
る
」
な
ど
職
員
の
声
が

示
す
と
お
り
、
労
働
強
化
が

強
ま
る
の
は
明
ら
か
で
す
。

　

そ
れ
で
は
、
今
ま
で
の
事

務
が
〝
浮
く
〟
地
方
公
共
団

体
職
員
の
、
Ｏ
Ｃ
Ｒ
入
力
へ

の
応
援
は
、
必
ず
実
現
す
る

の
で
し
ょ
う
か
。
全
国
税

の
調
査
で
、
地
方
公
共
団
体

に
よ
っ
て
は
、「
応
援
事
務

を
出
せ
な
い
」
と
い
う
対
応

を
さ
れ
た
署
も
少
な
か
ら
ず

あ
る
こ
と
が
分
か
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
で
は
、
署
に
労

働
強
化
ば
か
り
が
押
し
つ
け

ら
れ
ま
す
。新
た
な
事
務
ど

こ
ろ
か
、地
方
公
共
団
体
と

の
交
渉
の
成
否
ま
で「
現
場

に
押
し
つ
け
」た
庁
当
局
の

失
策
で
す
。

労
働
強
化
に
歯
止
め
を

大
幅
増
員
と
局
署
・
挙
署
一
体
の
確
立
を


